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市民・関連団体等の意見
（アンケート結果など）

スポーツ大会補助金

事務事業名

事
業
環
境
等

代替・類似サービスの有無

　近隣５市において、中学校スポーツ大会の実施に対し補助金の交
付を行っている市は、本市を含め２市であるが、他市においては、会
場使用料が全て無料となっている。

《指標とした数値変化に対する要因分析など》
市立中学校の生徒数減少に伴い、部活動への参加人数も減少傾向にある。部活動を活性化させるためにも、制度的支
援が必要である。

　地区大会、都大会、関東大会、全国大会等試合を経験する機会は
あるが、全部員が試合に出られるわけではない。

　特になし

他団体のサービス水準との比較
（平均値との比較、本市の順位など）

29年度 30年度

スポーツ大会参加人数 実績値 人 2,324 2,262 2,222
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評
価
指
標

指標名 単位 27年度

実績値

28年度

929

スポーツ大会参加人数 千円 0 0 0 -

千円 926 927

千円 76 75

千円

77 79

850 850 850

0.010.01 0.01

28年度 29年度 30年度

千円

850 850 850 850

27年度

財
源
内
訳

人

850

0.01

教育部教育指導課

事
務
事
業
の
概
要

事務事業の目的 根拠法令等

　西東京市立中学校のスポーツ大会を奨励し、スポーツ大会活動を通して各学校相互の交流と技術の
向上を図る機会を与え、心と体の健康づくりに寄与する。

実施形態事業開始時期

事業（補助）の概要 職員の業務内容

【補助対象】 中学校長会

【補助金額】 850,000円

【事業内容】 市内中学校の部活動別対抗試合
　競技種目：野球・サッカー・バスケットボール・ソフトボール・
　　　　　　　　バレーボール・ソフトテニス・硬式テニス・陸上・
　　　　　　　　卓球・バドミントン
　期　　　間：夏季休業期間中
　会　　　場：総合体育館・ひばりアム野球場等
　
　主な補助金の使い道
　　会場使用料、審判代、ボール・シャトル代等
　

【業務フロー】 ５月中旬以降随時受付
　①補助申請受付
　②申請内容確認
　③交付決定【決定通知書の発行】
　④口座振込【伝票処理】
　⑤口座振込エラー対応
　⑥実績報告書収受【余剰金伝票処理】
　⑦実績報告書内容確認
　⑧補助金額確定【補助金額確定通知書の発行】

事
業
費
デ
ー

タ

項　　目 単位

合併以前

法律 

条例・規則 

要綱・要領 

政令・省令 

  上 

  中 

  下 

  有 

  無 

直営 委託 補助 その他 



【一次評価】

【二次評価】

【外部評価】

【行革本部評価】

【改善の方向性・スケジュールと改善実施にあたっての課題】

評価の判断理由及び事業実施上の課題や今後改善すべき点等

外部評価 評価の判断理由及び事業実施上の課題や今後改善すべき点等

行革本部評価

　市立中学校における部活動の練習成果を発揮する場として、引き続きスポーツ大会を実施していく
必要があると考える。

軽い 補助金の交付に関する事務処理が中心であり職員の業務負担は軽い。

検証項目 判定 判定理由

参加者から負担を求めるものではない。

適正

適正

適正

普通 施設使用料等を含め、標準的な事業コストであると考える。事業コスト

業務負担

一次評価

普通

普通

適正

事業の優先度（緊急性）

今後の実施に向けた方向性

より多くの生徒が試合を経験ができる。

事業の必要性

実施主体の妥当性

事業（補助）の対象

事業（補助）の内容

受益者負担

練習成果の発揮、向上心の維持向上等を図るため必要である。

市及び中学校が実施主体となっており適正と考える。

適正と考えるが、会場を各中学校にすることも検討するべきである。

大会に必要な経費を補助するため適切である。

検証項目 判定理由判定

改善の方向性・
スケジュール

普通 優先度（緊急性）は低いが、継続して実施することが望ましい。

事業の必要性 普通

事業の優先度（緊急性）

事業コスト

適正 大会を運営する中学校校長会への補助であり、適正である。

事業（補助）の内容 課題有 実施方法を含め、補助対象経費を明確にする必要があるものと考える。

受益者負担 適正 参加者から負担を求めるものではない。

事業（補助）の対象

練習成果の発揮、向上心の維持向上等を図るため必要である。

実施主体の妥当性 適正 市及び中学校が実施主体となっており適正と考える。

　部活動における日頃の練習成果を発揮する場として、スポーツ大会を実施し、公式競技に対応した
環境で試合を経験することは必要と考える。施設使用料や審判代の他、消耗品等の経費に補助金が
充てられているが、補助金要綱には補助対象経費が明確に規定されていないため、見直しが必要で
ある。スポーツ大会の実施については、教職員の大きな負担とならないよう、中学校校長会等と調整
し、改善・見直しを図っていく必要がある。

普通 施設使用料等を含め、標準的な事業コストであると考える。

業務負担 軽い 補助金の交付に関する事務処理が中心であり職員の業務負担は軽い。

二次評価 評価の判断理由及び事業実施上の課題、今後改善すべき点等

継続実施 

改善・見直し 

抜本的見直し 

廃止 

継続実施 

改善・見直し 

抜本的見直し 

廃止 

継続実施 

抜本的見直し 

改善・見直し 

廃止 

継続実施 

改善・見直し 

抜本的見直し 

廃止 


